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第 10 回春季大会のご案内 
（於：日本大学湘南キャンパス） 
第 10 回春季大会実行委員長 
水 野 正 己 
下記により、第 10 回春季大会を開催いたします。
多数ご参加くださるようご案内申し上げます。 
記 
1.日 時：2009 年 6 月 6 日（土）  
10:00～17:45（懇親会 18:00～19:30） 
2.会 場：日本大学湘南キャンパス（生物資源科学部） 
〒252-8510 神奈川県藤沢市亀井野 1866 
3.交 通：小田急江ノ島線｢六会日大前｣（下車徒歩3分） 
4.連絡先・問い合わせ先： 
①大会実行委員会 E-mail および HP 
jasid09@brs.nihon-u.ac.jp 
http://hp.brs.nihon-u.ac.jp/~jasid/ 
②電話 0466-84-3454,  FAX 0466-84-3471 
5.プログラムの概要 
【1】共通論題シンポジウム 
 世界を巻き込んだ未曾有の金融危機、経済不況に
より、「ワシントン・コンセンサス」に基づく世銀･IMF
主導の開発は根本的な再検討が求められています。
本大会では、次の共通論題の下に活発な議論を行い、
既存のパラダイムを超える国際開発の理論と実践の
構築に向けて第一歩にしたいと想います。 
◆共通論題 21世紀の新たな開発論の構築 
◆基調講演 河合正弘（アジア開発銀行研究所） 
原洋之介（政策研究大学院大学） 
◆コーディネーター 朽木昭文（日本大学） 
 
【2】共通論題セッション 
A 共通論題の背景をみすえ、幅広い視野に立って新
たな開発論を構想するセッションを開設します。 
座長 佐藤仁 （東京大学） 
B 経済学を軸にして共通論題に関わる諸問題の理
解をさらに深める目的のセッションを開設します。 
座長 下村恭民 （法政大学） 
 
【3】個別報告【自由論題】、企画セッション、 
ポスターセッション、BBL 湘南セッション 
国際開発の幅広い分野にわたる個別報告と各種セッ
ションを開設します。 BBL 湘南セッション（昼食持
参のセッション）では、開発問題のホットイシュー
について話題提供していただきます。 
講師 白井小百合（慶応義塾大学） 
 
【懇親会】大会終了後、会場キャンパス内で開催 
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副会長からのメッセージ 
20 周年記念事業が立ち上がりつつあります 
 
副会長 下村 恭民 
（20 周年事業特別委員会委員長） 
 
2010 年に成人式を迎える国際開発学 
会は、若さゆえの未熟なところも目
につきますが、他の学会には見られない独特の豊か
な可能性を持っています。前号の西川潤先生の「会
長就任のごあいさつ」でも強調されていましたが、
この学会の潜在力の源泉は「多様性」でしょう。民
間企業、NGO、公的部門などの第一線の実務者と、
文系・理系のさまざまな学問領域の研究者が、発展
途上国の人々による現状改善の試みを支援したいと
いう共通の目的を持って集まっており、理論と現場
の多様な視点が交錯し、相互に刺激しあい、そこか
ら新しい知的資産が創造される可能性があります。
ある若い友人の言葉を借りれば、多様な背景の人々
が自由に話し合う「公共空間」（open public forum）な
のです。 
 既存の学問領域の均質的な学会に見られない可能
性があるのですが、学会を構成する多様な要素を有
機的に結集して独特の成果に結びつけることは、決
して容易ではありません。異質なメンバーが“ばらば
らに”混在しているだけでは「公共空間」にはなりま
せんし、多くの学問領域が「タコツボ」のままで併
存していても、決して学際的な成果には結晶しませ
ん。創立からの 20 年の歴史は、“ばらばら”や「タコ
ツボ」を克服して、有機的で学際的な「公共空間」
に発展させるための、模索の歴史だったといえるか
もしれません。 
立ち上がりつつある 20 周年記念事業を契機として、
学会の多様な構成要素の間の相乗効果を加速させた
いと思います。まだ素案の段階ですが、「行動・参加・
持続」をキーワードとし、「座って議論しているだけ
でなく、学会として何か行動を起こす」「活動の中身
はできるだけ公募・コンペで選び、多くの学会員が
直接参加できるようにする」「20 周年の 1 回だけで完
了する企画ではなく、じっくり時間をかけて熟成し
ていく」プログラムを志向しています。学会の若い
パワーを感じながら進めたいと希望しています。 
 
2009 年度国際開発学会賞の公募 
学会賞委員会・委員長  
下村 恭民（法政大学） 
 
2009 年度の学会賞の候補作品を公募します。2007
年1月 1日から 2008年 12月 31日の間に公表された、
国際開発学会員の著作または学術論文が、学会賞の
対象となります。応募される方は、自薦・他薦を問
いませんので、5 月 1 日から 6 月 30 日まで（当日消
印または発送記録のあるものまで有効）の期間に、
対象となる本または論文各 5 部（オリジナル 1 部、
他はコピーで可）を、下記の学会賞選考事務局宛に
送付してください。1000 字程度の推薦理由を付した
会員の推薦状（自薦・他薦を問いません）を同封し
てください。 
なお、学会賞の応募作品および国際開発学会の論
文集である『国際開発研究』に掲載された論文を対
象として、若手・中堅の作品に対する「奨励賞」を
授与します。また 2009 年度から、「優秀賞」および
「奨励賞」作品に対して「副賞」を授与する方向で
検討しています。理事会の承認があり次第、ホーム
ページなどを通じて詳細をご連絡します。 
国際開発学会賞選考事務局 
〒102-8160 東京都千代田区富士見 2－17－1 
法政大学 人間環境学部資料室（ボアソナード･タワ
ー24 階） 下村恭民研究室気付 
電話:03－3264－4934／FAX:03－3264－9663 
E-mail: y-shimomura@movie.ocn.ne.jp 
国際開発学会賞選考内規 
1．会員の研究を奨励し、研究成果の顕彰並びに広報
を目的として【国際開発学会賞】（以下、「学会賞」
と言う）を設ける。審査対象は、国際開発にかか
わる諸問題に関する研究成果をとりまとめて公表
された文献（著作、論文）とし、単独研究・共同
研究の別を問わない。使用言語は日本語または英
語とする。 
2．学会賞に「優秀賞」と「奨励賞」を設ける。 
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3．優秀賞は、国際開発の分野で新しい知見を示し、
国際開発学の進歩に貢献するような著作、論文と
する。 
4．奨励賞は、30 代までの若手研究者による業績、及
び実務家による実体験に基づいた理論構築の業績
を対象とする。学会賞への応募著作及び『国際開
発研究』に掲載された研究論文から選考する。 
5．対象文献の執筆者は、国際開発学会の会員である
ことを要し、共同研究の場合には、主たる執筆者
が会員であれば審査の対象となる。 
6．学会賞の選考は年 1 回とし、審査対象文献は前々
年の 1 月 1 日から前年の 12 月 31 日まで（2 年間）
に公表されたものとする。優秀賞の候補について
は公募を行う。応募者は、別途定める応募期間内
に、所定の宛先に、当該著作 5 部（原本 1 部、残
りはコピーで可）を送付すること。自薦・他薦を
問わない。 
7．学会賞委員会は、『国際開発研究』に掲載された
研究論文及び応募のあった著作・論文の内容を審
査した上で学会賞各賞候補を決定し、その結果を
会長に報告する。学会賞委員会委員長は、必要に
応じ、同委員会の委員以外の者に意見を求めたり、
審査を依頼したりすることができる。 
8．会長は、審査結果を常任理事会、理事会に諮り、
学会賞各賞の決定を行う。学会賞の表彰は、国際
開発学会全国大会総会において行う。 
 
第 20 回全国大会のお知らせ 
（於：立命館アジア太平洋大学） 
 
第 20 回全国大会実行委員長 
三好 皓一 （立命館アジア太平洋大学） 
第 20 回全国大会を下記により開催する予定です。
皆様、手帳に書き入れるなどして、よろしくご準備
頂ければ幸いです。11 月 23 日（月）は、勤労感謝の
日に当たります。交通手段の手配、宿舎の確保など
は早めに行っていただければと思います。 
今大会は 20 回目の節目の大会です。英語セッショ
ン、韓国国際開発協力学会との共同セッションなど
を行うことを予定しております。 
また、別府は日本有数の温泉地です。この機会にぜ
ひ温泉も楽しんでください。 
多くの皆様の参加、また、報告を期待いたします。 
記 
日 時：2009 年 11 月 21 日（土）及び 22 日（日） 
場 所：〒874-8577 立命館アジア太平洋大学 
 大分県別府市十文字原 1－1  
APU: http://www.apu.ac.jp/home/ 
アクセス:  
http://www.apu.ac.jp/home/modules/keytopics/index.php?
id=226 
別府市ウェブサイト：http://www.city.beppu.oita.jp/ 
○●○●○●○●○ 
“The 20th Annual Conference for the Japan Society for 
International Development  
（Ritsumeikan Asia Pacific University）” 
The 20th Annual Conference will be held as the 
follows. Please note the date on your calendar and 
prepare for the meeting. Since November 23rd is the 
national holiday of Labor Thanksgiving Day, I would 
like to suggest you arrange transpiration and 
accommodation a little earlier. 
This meeting is an important meeting 20 years after 
the establishment of the society. We are going to 
organize English sessions, as well as Japanese sessions, 
including the joint session with the Korean Association 
of International Development & Cooperation 
（KAIDEC）. 
Beppu is the one of the most famous ONSEN resort 
places. I hope that you will enjoy ONSEN while you are 
staying in Beppu.  
We expect a great number of the attendance of 
members and submission of papers. 
Date: November 21st （Saturday） and 22nd 
（Sunday）, 2009 
Place: Address: Ritsumeikan Asia Pacific University, 
1-1 Jumonjibaru Beppu City Oita Prefecture 874-8577 
JAPAN  
APU: 
http://www.apu.ac.jp/home/index.php?sel_lang=english 
Access: 
http://www.apu.ac.jp/home/modules/keytopics/index.ph
p?id=226&sel_lang=english 
Beppu-City Website:  
http://www.city.beppu.oita.jp/51englishpage/index.html 
（Koichi Miyoshi, Chairperson of Committee of the 20th 
Annual Conference） 
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支部・研究部会の活動報告 
 
東海支部 
 
支部長：穂坂 光彦 （日本福祉大学） 
 
東海支部は、2009 年 1 月から 3 月については、研
究会を休会としました。 
今後の研究会開催予定は次のとおりです。 
5月：名古屋大学、日本福祉大学 
6月：鈴鹿国際大学 
7 月：「日本の開発経験」合宿 
9 月：富山大学、地域主体の国際協力・岐阜
（DDC-GIFU） 
10 月：中部大学 
国 際 開 発 学 会 東 海 支 部 事 務 局 （ JASID-Tokai 
Secretariat）連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
 （支部事務局長：伊藤かおり） 
Web site:  
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗 （副支部長） 研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
 
 
「生活改善アプローチの開発協力への適用」
研究部会（略称「生活改善」部会） 
 
 代表者：柳原 透（拓殖大学） 
tyanagi@ner.takushoku-u.ac.jp 
 
前回の NL 報告後の主な活動を以下に記す。 
◆第 16 回研究会 
1 月 24 日（土）13:30 - 16:30 於：ホテルサンルート
長野 NPO 法人 農と人とくらし研究センター 主催、
本部会 共催 
報告テーマ・発表者： 
①戦後＜生活改善＞の思想の源流を探る－山本松代
とプラグマティズム 
片倉和人（農と人とくらし研究センター代表） 
②農村生活の半世紀を見つめ、いま次の世代にぜひ
伝えておきたいこと 
土屋喜恵子・丸山勝江・池田玲子・馬場よし子
（元長野県生活改良普及員） 
◆ 第 17 回研究会  
2 月 28 日（土） 10:00 - 13:00 於：JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
水と衛生から見た生活改善 
浅見 真理（国立保健医療科学院水道工学部水質
管理室長） 
コメンテーター：杉田 映理（東洋大学）、平山 恵
（明治学院大学） 
研究会は原則として毎月第 3 土曜日に JICA-TIC で
開催しており、上記Ａ～Ｃに関する報告と討議を中
心として進めています。詳細については毎回学会 NL
でご案内します。次回は 4 月 18 日（土） 14:30-17:30
を予定しています。 
 
 
国際環境協力研究部会 
 
主査 北脇 秀敏（東洋大学） 
 
当研究部会は開発途上国における環境衛生（上下
水道、ごみ・し尿処理）や自然環境の分野における
国際協力手法の研究を目的として活動を継続してお
ります。ここに最近の活動経過と今後の活動予定と
を報告します。 
①国際環境協力研究部会講演会開催 
 平成 21 年 1 月 24 日に東洋大学白山キャンパスで
開催されました第 24 回国際環境協力研究部会講演会
には、途上国で環境衛生等の分野で活躍する専門家
など 30 名が参加しました。講演会は東洋大学国際共
生社会研究センターとの共催で行われたもので「新
JICA の環境協力方策について」と題して国際協力機
構地球環境部次長の森尚樹氏から講演が行われまし
た。講演では平成 20 年 10 月に JBIC と合併し、新し
くスタートした JICA に、その環境協力方針を語って
いただきました。 
②次回講演会の予定 
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 次回講演会は、詳細は未定ですが、詳細は決まり
次第国際開発学会メーリングリスト等でお知らせし
ます。 
③研究部会連絡先の変更 
 本研究部会の事務局である東洋大学国際地域学部
北脇研究室は平成 21 年度より群馬県板倉キャンパス
から東京の白山第二キャンパスに移転し、下記所在
地で活動を開始します。今後ともよろしくお願いし
ます。 
連 絡 先：東洋大学国際地域学部北脇研究室 
    〒112-0001 東京都文京区白山 2-36-5 
    東洋大学白山第二キャンパス 
電話・FAX  03-5844-2240  
e-mail: kitawaki@toyonet.toyo.ac.jp 
 
 
「日本の地域振興と国際協力」研究部会 
 
主査 木全 洋一郎（JICA） 
 
本部会では、2009 年 1 月から 3 月まで、以下のよ
うな活動を実施してきました。 
1．研究部会 
◆第 8 回研究部会 
日 時：1 月 10 日（土）10：00～12：00 
場 所：JICA 地球ひろばセミナールーム 302 
出席者：21 名 
報告テーマ・発表者：JICA 研修がもたらす地域への
貢献～ネットワーク論の観点から～ 
 （有）エクシディア 澤池 多恵子 
報告要旨： 
阿武町での研修員受入は、阿武地域グリーンツー
リズム協議会が受入母体となり、山口大学の教員が
媒体者として実施者である JICA筑波と結びついてい
る。2 年目なこともあり、全体が 1 つのクラスター的
になっている。それでも、JICA が国の機関というこ
とで、クラスター内における（情報の）上下関係も
見られている。 
 宇田地集落のケースでは、東京からの新規定住者
が媒体者となったことで、集落内の「じら」（うるさ
くて面倒な）人にもうんざりせず、働きかけられた
ことで、その人の違った側面を引き出す効果があっ
た。惣郷集落のケースは、もともと士族の末裔によ
る集落で、比較的敷居が高く、閉鎖的なところであ
った。それでも、他集落から嫁に来た「かつての外
部者」が媒体者・リーダーとして橋渡しすることで、
研修員との意見交換会には 40 人もの住民が集めるこ
とができた。 
 阿武町が JICA研修を受け入れる意義・効果として、
準備段階では、受入側の中で比較的新参者が媒体者
を担うことで、既存の制度の見直しや持続性の強化
（個々の役割の引継ぎやボランティアなりの報酬な
ど）につながっている。実施段階では、外国人研修
員という究極の「外部者」によって内部同士では「し
がらみ」のある問題を指摘してもらったり、阿武町
内部の集落間の交流にもつながっている。こうした
ことを通じて、住民自身の生き方、地域の価値を見
直すといったエンパワメント効果も見られた。実施
後では、JICA 研修の経験を通じて、外部からの人の
受入に慣れてくることにより、閉鎖性が緩和すると
いう効果が期待できる。（人と人とのつなぎ直し、相
互作用） 
JICA 研修員が外部者の場合、地理的にも究極の外
部者であるがゆえに、しがらみもなく受け入れるこ
とができるという意味で比較的閉鎖性の高いところ
でも門戸を開きやすい効果がある。また受け入れ側
にものめずらしさもあって、知的好奇心を充足でき
るといった側面もあるだろう。今後は交流を継続さ
せていく中で、相互作用がさらに深まっていくこと
が期待される。 
◆第 9 回研究部会 
日 時：3 月 14 日（土）15：00～17：00 
場 所：JICA 東京セミナールーム 15 
出席者：9 名 
報告テーマ・発表者：「途上国と日本の農村開発－何
が接点なのか？－」 
いりあい・よりあい・まなびあいネットワーク  
功能 聡子 
報告要旨： 
 本報告では、報告者がこれまで関わってきたカン
ボジアと日本の農村開発について、1．当事者がいか
にマインドセットされたか？2．当事者と外部者がど
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ういった関係性をもっているか？3．農村開発が当事
者の生業（サステナブル・ビジネス）にどういった
影響を及ぼしたのか？の 3 点から比較した。 
 カンボジアでは、CEDAC という持続的な農業開発
のための小規模農民の組織化を支援するローカル
NGO の活動を通して、自ら考え、行動する農民へ、
そして単に自給的に生産するだけでなくマーケット
へ売るために農民間で情報共有していくというマイ
ンドセットが起こった。こうした活動を通して、農
民とNGOとの間に新たなパートナーシップ関係が構
築され、当該 NGO を通して国境を越えた農民交流や
フェアトレードといった関係性が生まれた。また、
単なる農業生産から農産物の流通・販売、また有機
野菜を使ったレストランといった農業経営の多角化
による生業へのインパクトも見られる。 
 他方、日本では青森県浅虫のコミュニティでの医
療と食と農のコラボレーション活動、新潟県上越市
の山里の高齢者の知恵を生かした若者を育てる活動、
熊本県水俣市の地域資源を生かした地域づくり活動
が紹介された。これらに共通している要素として、
農村には何もないのではなく、都会にはない自然や
知恵、郷土食といった資源に着目するマインドセッ
トがある。また、日本の農村の当事者がこれらの活
動を実施している NPO や市役所をうまく活用すると
いうパートナーシップ関係を構築している。こうし
て、自ら新しい価値を創出して消費者との直接的な
つながりを持つことによって、外部からの表面的な
消費でダンピングされない関係性を作り出し、生業
にも結び付けている。 
 3 つの視点からのカンボジアと日本の農村開発の
共通点は次のとおりである。マインドセットについ
ては、村の既存資源の有効性に着目し、それらをプ
ロに頼りすぎるのではなく、自らが考えて複合的に
活用していく点が共通している。外部との関係性に
ついては、どちらの地域も自らの一定の意思の元に
開かれており、地域内で活動する人（土の人）が地
域内関係者もしくは地域と外部とをつなぐ人（風の
人）をうまく活用している。たとえば、和歌山県の
紀南で実施された途上国農民向けの研修は、紀南の
人たちが自身の地域活動の見直しの機会としても位
置づけられている。最後に整合との結びつきについ
ては、一定程度の影響は見られるが、関わっている
人の苦労と収益とのバランスが必ずしもあるわけで
はなく、それがどこまで持続的なものになりうるか
は今後の課題となるだろう。 
2．今後の活動予定 
地域づくり×青年海外協力隊－開発途上国から日本
の地域へ－シンポジウム（仮題） 
日 時：5 月 10 日（土）14：00～17：00 
場 所：JICA 地球ひろば 講堂 
 本部会と JICAとの共催によるシンポジウムである。
3 名の元青年海外協力隊の OB/OG の方にパネラーと
して出ていただき、現在それぞれの立場から日本の
地域でどういった活動をされているのか、協力隊と
いう途上国での活動経験がどう活かされているのか、
協力隊活動を踏まえて改めて日本の地域社会はどう
見えるのか、その中での自身の役割はどういったも
のなのかといった途上国での経験と今の日本の地域
活動との接点についてお話いただく予定である。 
 本シンポジウムの申し込みについては、別途国際
開発学会の ML でも案内する予定だが、お問い合わ
せは JICA 帰国ボランティア支援課（jvtev@jica.go.jp）
まで。 
本部会に関するお問い合わせ・お申し込みは、
info_chiiki@yahoo.co.jp まで。 
 
 
院生部会 
 
主査 大垣俊朗 
 
院生部会は運営が代替わりし、第 13 代主査を大垣
俊朗（東京大学大学院工学系研究科）、副査を坂上奈
津季（同新領域創生科学科）、広報を長山悦子（同左）
が務めることとなった。 
今期初回の第 159 回月例研究会（1 月 24 日）では、
東京大学・人間の安全保障コースから修士論文研究
の発表が行われた。西村直紀の「マイクロファイナ
ンスの社会構造に与える副次的影響－バングラデシ
ュ農村におけるサービスの「深化」と社会保障ネッ
トワークを巡って」では、バングラデシュ農村にお
けるマイクロファイナンスの社会関係に与えた副次
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的影響を検討した。対象地の MF は最貧困層の多重債
務化を招き、返済にあたっては村の名士が最後の貸
し手となって支え、その経済的主従関係の形成が農
村内の階層の固定化を招いているという構造を抽出
した。多重債務と在来ネットワークの関係性の論理
証明や、社会ネットワーク分析の調査手法の限界に
研究課題が残された。また、河本和美「平和のため
の正統性構築：需要に基づくアプローチ」では、シ
エラレオネ、リベリア、ソマリア、モザンビークの
ケーススタディーを通し、紛争の潜在的動機として、
自己保存欲求に対する権利保障の欠如を抽出した。
今後は、経済的指標等を用い、表面的に戦争状態に
ない少数民族などの事例へのアプローチすることに
より、恣意性を排除した客観的識別が期待される。 
第 160 回月例研究会（2 月 14 日）では、東京大学
新領域創成科学研究科国際協力学専攻において専攻
長賞を受賞した修士論文研究発表を行った。重山友
樹「環境技術の研究開発に与える政策効果に関する
研究」は、環境政策が環境技術の研究開発に与える
効果を検証し、政策効果を定量的に示した。国レベ
ルでの環境技術別の特許出願数のパネルデータを用 
いて、一人当たりの GDP、研究開発費、石油価格
を組み入れた重力モデルタイプの推計式を適用し、
回帰分析を行っている。環境政策は環境技術の研究
開発に正の効果があり、研究開発を促進させる最も
効果的な政策は、気候変動枠組条約と各種補助金交
付制度であると結論付けられた。また、炭素税、エ
ネルギー政策の順に環境技術の研究開発に対して正
の効果があることが明らかになった。 
次回は 4 月中旬に、東京大学・公共政策大学院を
修了した米川真美さんより、コロンボ計画より開始
された日本の対外援助世論の推移についてのご研究
をご発表いただく予定である。研究活動の深化のた
めに、研究室の新入生などをお誘い併せの上ご参加
いただきたい。 
今後は月例研究会に加え、学会発表、交流会、調
査ツアーなどを実施する予定である。 
********************************************
*以下の支部・研究部会からの報告はありませんでし
た。 
関西支部 
広島支部 
 
新刊のご紹介
 
国際開発・国際協力関連の新刊書ご紹介のコーナーを 4 月、11 月の年 2 回設けることになりました。BOOK Web
データや大手書店、そしてアジア経済研究所図書館の新刊書案内等から開発関連書をピックアップしています。コ
ピーは、書店広告や当該書目次、上記案内等から抜いており、国際開発学会の見解を反映するものではありません。
紹介洩れ等、お気づきの点は、担当の中野佳裕（nakano.aube@gmail.com）までお知らせ下さい。今回は 08 年 11 月
～09 年 2 月の新刊をご紹介しています。 
今回取りあげる項目：開発理論；国際協力；グローバル経済・新興国経済；社会開発・開発教育；開発人類学・
オルタナティブ経済；地域開発・環境資源問題 
開発理論 
 
貧困と脆弱性の経済分析：開発経済学の挑戦 2   
黒崎卓【著】勁草書房 （2009 年 1 月）3,570 円（税込） 
貧困の動学的分析における重要概念となっている脆弱性について、家計行動のミクロ経済学理論と関連づけ
つつ実証的に議論する、「開発のミクロ経済学」の最新の研究成果。 
 
グローバル定常型社会—地球社会の理論のために 
広井良典【著】岩波書店  （2009 年 1 月）2,625 円（税込） 
本書は、有限な地球社会において持続可能な福祉社会の実現をはかるには、経済成長を絶対的な目標としな
い、環境・福祉・経済を統合した新たな社会モデルを構築することこそが必要であるとして、「グローバル定
常型社会」という新しい世界像を提示し、かつローカルなレベルからの実現の方途を示す。 
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国際協力 
 
政府開発援助（ODA）白書 2008 年版 外務省【編】時事画報社 （2009 年 3 月）2,625 円（税込） 
2007 年から 2008 年前半にかけて、世界は気候変動やアフリカ開発、さらには食料、エネルギーの価格高騰
への対応など、先進国と開発途上国とを問わず、人々の暮らしに大きな影響を及ぼす課題に直面した。本白
書では、第 4 回アフリカ開発会議や G8 北海道洞爺湖サミットにおける主要な議題であった、気候変動とア
フリカ開発への取組を特集として取り上げている。 
 
経済・技術協力便覧 2009 年版 情報企画研究所【著】情報企画研究所  
（2009 年 1 月） 10,080 円（税込） 
ODA 供与の諸問題から、円借款、無償援助、技術協力、関係業界の受注実績など、あらゆる角度から業界の
実務書として編集しており、他に全く類のない貴重な参考書と確信している。（「まえがき」より） 
 
開発援助の貧困削減インパクト─日本の対中 ODA の事例分析  
施 錦芳【著】専修大学出版局 （2008 年 12 月）3,990 円 （税込） 
第１部 開発援助と貧困削減／日本の対中 ODA の貧困削減インパクトの事例分析 
第 3 部 結論／補論 中国における日本の対中 ODA 評価 
 
有機農業研究年報〈Vol．8〉有機農業と国際協力 
日本有機農業学会【編】コモンズ （2008 年 12 月）2,625 円 （税込） 
有機農業による途上国への協力（日本の有機農業を開発途上国に伝える意義；アジアとの民間農業交流で見
えてきたこと;JICA における有機農業普及のためのコンテンツ開発；循環型農業の担い手を育てる—アジア
学院 ほか） 
 
国際協力専門員—技術と人々を結ぶファシリテータたちの軌跡 
林 俊行【編】新評論  （2008 年 11 月）2,940 円 （税込） 
本書に参加した 12 名の専門分野は、参加型開発、農業・農村開発、開発行政、地方電化、ジェンダーと開発、
環境行政、上水道開発、情報通信技術、感染症対策、人的資源開発、森林開発、そして防災・水資源開発と
多彩である。途上国が抱えるこれらさまざまな課題を、各章ごとに一つひとつ浮かび上がらせながら等身大
の途上国の姿を描いてみることにした。 
 
グローバル経済 
 
グローバリゼーションと開発 大坪 滋【編】勁草書房 （2009 年 2 月）3,885 円（税込） 
グローバリゼーション下の主要開発課題は何か。国際開発コミュニティ−の取り組むべき政策
は何か。国際連合、世界銀行、日本政府、途上国政府等において「グローバリゼーションと開発」問題
に携わってきた編者が学際的チームで作り上げた学生・実務家向けのテキスト。（名古屋大学国際協力研
究科科研費の研究成果である。） 
 
研究双書 no576 岐路に立つ IMF 改革の課題─地域金融協力との関係  
国宗浩三【編】アジア経済研究所 （2009 年 1 月）3,255 円（税込） 
アジア通貨危機などの大規模な資本収支危機の経験から、IMF は何を学び、また、学ばなかったのか。IMF
の改革に向けた課題、地域金融協力との関係について探る 
 
相互依存のグローバル経済学—国際公共性を見すえて 
阿部清司・石戸光【著】明石書店 （2008 年 12 月）3,990 円 （税込） 
世界中にグローバリゼーションが進展しつつある現実をふまえ、「相互依存」の観点から、これからの地
球経済を分析し展望する「国際公共経済学」の試み。同時に、標準的な経済学教科書としても使えるよう、
既存理論の紹介や具体的事例、練習問題まで多数収録。 
 
新興国経済 
 
アジ研選書 no16インド経済：成長の条件  
小田尚也【編】アジア経済研究所 （2009年1月）3,255円（税込） 
インドの持続的で長期的な成長を考えるという観点から、新古典派的な視点に立ち、供給サイドを中心に
考える。そして今後の経済成長にとって重要となる要素を選び、その現状と課題を検討する。 
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ブラジルの都市問題—貧困と格差を越えて 
住田育法【監修】萩原八郎・田所清克・山﨑圭一【編】（横浜）春風社（2009 年１月）3,799 円（税込）
広大な領土と豊富な天然資源をもち、BRICs の一員として著しい経済発展をとげながらも、いまなお貧困
にあえぐ多くの人々がいる国、ブラジル。サンパウロやリオデジャネイロなどの巨大都市がかかえる諸問
題に、歴史学・地理学・社会学・経済学・人類学など多様な角度からアプローチする。 
 
アジ研選書 No.15 中国─産業高度化の潮流  
今井健一・丁可【編】アジア経済研究所（2009 年 1 月）3,780 円（税込） 
中国は近い将来日本を追い抜き、世界第二の経済大国となる。本書は現代中国を代表する産業のケースス
タディを通じて、経済成長を牽引する高度化の潮流を解き明かす。 
 
社会開発 
 
Social Development, Culture, and Participation: Toward theorizing endogenous development in Tanzania 
阪本公美子【著】春風社（横浜）（2009 年 2 月）6800 円（税込） 
1961 年の独立以来、自国の開発に試行錯誤してきたタンザニア。経済指標のみに着目した開発観を改め、
フィールドワークで得た市民の声と自然・文化の多角的分析を基に内発的発展のあり方を探る。UNDP 職
員として 4 年間現地に滞在した著者が、ドナーの善意にもかかわらず、社会開発政策がなぜ地元住民に浸
透しないかを熟考し、その理由を早稲田大学大学院アジア太平洋研究科に博士論文として提出した労作。
（本文英語） 
 図表でみる世界の社会問題〈2〉OECD 社会政策指標—貧困･不平等・社会的排除の国際比較  
OECD【編著】高木郁朗【監訳】麻生裕子【訳】明石書店 （2008 年 12 月）2,730 円（税込） 
本書には社会問題にかんする広範な情報が含まれている。そのなかには、人口動向、家族の特質、就業、
働いている母親、失業給付の代替率、貧困の継続、社会支出、保健医療支出、主観的福祉、それに自殺が
含まれる。 
 途上国における基礎教育支援〈上〉国際的潮流と日本の援助 
小川啓一・西村幹子【編著】学文社  （2008 年 11 月）2,940 円（税込） 
第 1 部 基礎教育支援をめぐる国際的な動きと日本の援助政策 
第 2 部 基礎教育支援に対する日本の援助体制 
第 3 部 基礎教育支援に向けた日本の取り組みの分析 
おわりに 日本の基礎教育支援の特徴と今後の課題 
 
途上国における基礎教育支援〈下〉国際的なアプローチと実践 
廣里恭史・北村友人【編著】学文社 （2008 年 11 月）2,940 円（税込） 
第 1 部 基礎教育開発と支援の分析枠組み 
第 2 部 ＥＦＡ戦略の見直しと基礎教育支援アプローチ 
第 3 部 基礎教育支援の実践と展開：東南アジア諸国 
おわりに 今後の課題と展望 
 
教育開発国際協力研究の展開：EFA（万人のための教育）達成に向けた実践と課題  
澤村 信英【編著】明石書店 （2008 年 11 月）5,250 円（税込） 
第 1 部 教育開発研究の多様な研究方法／第 2 部 教育開発政策・課題にかかる諸研究／ 
第 3 部 教育協力政策・実践をめぐる諸研究 
 
開発人類学・オルタナティブ経済・開発教育 
 
『開発の人類学第 6 巻─東南アジア・南アジア』 
信田敏宏・真崎克彦【編著】明石書店 （2009 年 2 月）5000 円（定価） 
東南アジア・南アジア各地で見られる開発の事象を丹念に考察。開発が現地の人びとに及ぼした影響に目
を向け、「開発をする側」ではなく「開発をされる人びとの側」からの人類学構築を目指す。人類学が開
発援助にどのように貢献できるのかを模索した一冊。 
 
 
  
  
－ 10 － 
 
日本のインドネシア人社会−−国際移動と共生の課題 
奥島 美夏【編著】明石書店 （2009 年 1 月）4,200 円（税込） 
インドネシア人の国際移動と渡日の背景・現状。第 1 部 日本で学ぶ／第 2 部 日本で働く／第 3 部 日
本で暮らす／第 4 部 アジア太平洋に広がるインドネシア人の移動・就労 
 
世界がもし100人の村だったら完結編 
池田香代子・マガジンハウス【編】マガジンハウス （2008年12月）1,260円 （税込） 
160 万部が出た開発教育ミリオンセラーの完結編。写真 50 点により、よりリアルな全面改訂版。 
 連帯経済の可能性—ラテンアメリカにおける草の根の経験 
ハーシュマン，アルバート・O【著】矢野修一・宮田剛志・武井泉【訳】法政大学出版局 （2008 年 12
月）2,310 円（税込） 
小さき人びとの挑戦！共生と連帯をめざして新自由主義的グローバリゼーションに異議申し立てをおこ
なう、小さなプロジェクトへのまなざし。 
 
南部メキシコの内発的発展と NGO—グローカル公共空間における学び・組織化・対抗運動 
北野 収【著】勁草書房 （2008 年 11 月）3,990 円 （税込） 
社会運動としての内発的発展論を再評価し、ネットワーク化による公共空間形成の動態的把握を試みる、
新たな社会理論の精緻化へ向けた意欲的実証研究。 
 
地域・環境資源問題 
 
中国の水環境問題—開発のもたらす水不足 
中尾正義・銭新・鄭躍軍【編】勉誠出版 （2009年2月）2,940円 （税込） 
水不足・水質汚染・湖沼環境の破壊・水資源の活用問題…開発の裏で進行する中国の「水」問題を総覧す
る。いま、私たちにできることは何なのか。 
 ウォーター・ビジネス：世界の水資源・水道民営化・水処理技術・ボトルウォーターをめぐる壮絶なる戦
い モード・バーロウ【著】佐久間智子【訳】作品社 （2008 年 11 月）2,400 円（定価） 
世界「水」市場 120 兆円、“水危機”を背景に急成長する水ビジネス—グローバル水企業の戦略、水資源の
争奪戦、ボトルウォーター産業、海水淡水化、下水リサイクル、“ブルー・ゴールド”に集中する投資マネ
ー…その最前線と実態をまとめた話題のベストセラー。 
 
村落開発と環境保全—住民の目線で考える 
草野孝久【編】古今書院 （2008年11月 出版）2,940 円（税込） 
自然保全と村落開発への目線。日本を含めたアジア・アフリカの村落開発の10の事例研究を収録。 
 
第 87 回常任理事会議事録 
 
本部事務局長 野田真里（中部大学） 
 
日 時：2009 年 1 月 23 日（土）16:00-18:00 
場 所：法政大学 
 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤会長、下村恭民副
会長、高橋基樹副会長、勝俣 誠、山形辰史、磯田厚
子、勝間靖各常任理事、野田真里事務局長 
議事次第 
報告事項 
1．各委員会の引継ぎ状況、メンバー等について（各
委員長、事務局長） 
－ 11 － 
・各委員長および野田事務局長よりより報告があっ
た。各委員会のメンバーについてはニューズレタ
ー等に掲載する。 
2．ニューズレター（1月15日号）発行について 
・勝間広報委員長より、従来のニューズレターを踏
襲しつつ、経費の節減等の工夫を図っている一方、
不達等のエラーが多いとの報告があった。 
3．第10回春季大会（日本大学）等について 
・高橋副会長・大会組織委員会委員長より以下のと
おり報告があった。 
① 今後の予定 
・第10回春季大会（2009年6月6日）を日本大学生物
資源科学部（藤沢キャンパス）にて開催、前日6月
5日に常任理事会を開催。 
・第20回全国大会を2009年11月21-22日に立命館アジ
ア太平洋大学（大分県別府市）で開催。連休につ
き混雑が予想されるのではやめの対応が必要。 
・第11回春季大会（北海道大学）。今春に高橋副会長
が札幌に出張し、確定する予定。 
・第21回全国大会（2010年11月）を首都圏（早稲田大
学等）で開催する。20周年シンポ等もこれと連動
して開催する。早稲田大学での開催につき、高橋
副会長が打診する。 
② 第10回春季大会の共通論題 
・高橋副会長より、「今、開発援助の根本理念を問う
（仮）」とし、午前と午後に企画セッションを設け、
20周年にむけて継続して扱っていきたい。 
4．韓国国際開発協力学会（KAIDEC）国際会議（12月
5日）への参加 
山形国際交流・渉外委員長より、以下のとおり報
告がなされた。 
・同会議は梨花女子大学他主催の会議にKAIDECも共
催する形で開催された。山形も一参加者として「低
所得国の貧困削減に対する韓国・日本の役割」と
題する報告を行った。休憩時間等を利用して、
KAIDEC会員と相互理解を深めた。 
・今後の協力の可能性として、相互の大会、国際会
議における共同セッションの開催、報告者の相互
派遣、が挙げられた。 
5．その他 
・野田事務局長より、関西国際大学の依頼により村
上敦本学会元副会長の叙勲推薦に関する情報提供
および常任理事会メーリングリスト設置の報告が
あった。 
協議事項 
1．20周年記念事業について 
・下村副会長・20周年事業特別委員会委員長より提
案があり、協議の結果以下のとおりとなった。 
①現状認識の共有と基本コンセプト：20周年事業特
別委員会で協議した素案を常任理事会に提出し、
検討することとなった。 
②英文図書刊行：元来15周年事業として企画された
が、改めて20周年事業として位置づけなおすよう
理事会に提案することが確認された。 
③予算：総予算は650万円程度とし、財源は特別活動
基金および繰越金（予備費）とする。特別活動基
金より250万円を英文図書刊行にあて、残金に繰越
金（予備費）を加えて400万円とし、これをその他
の活動にあてることとなった。 
2．繰越金（予備費）の有効活用について（20周年と
の関連で） 
・西川会長より、本学会の繰越金（予備費）約2000
万円につき、20周年事業とも関連してある程度有
効に使い、若手の人材育成のための基金の創設等、
学会員に還元するべきであるとの提案があった。 
・次回以降の常任理事会にて、関係委員会および事
務局等が案をまとめ、議論することとなった。 
3．学会の歴史等の情報整備について（20周年事業と
の関連で） 
・野田事務局長より、20周年を迎えるにあたり、学
会の歴史等について情報の整備を行ったほうが良
いのではないかとの提案があり、実施の方向で承
認された。 
4．各委員会等の予算の執行について 
・野田事務局長より提案があり、以下のとおり承認
された。①各委員会については、研究部会・支部
と同様に、支部年度初めに一括して入金し、各委
員会で責任を持って執行する。②清算・決算報告
については本学会の年度末は10月31日のため、10
月20日までに清算・決算報告を行う。 
5．会員の入会・退会について 
・入会希望者5名について野田事務局長より紹介があ
り、申込書を回覧のうえ協議の結果、全員の入会
を承認した（氏名は別途学会ニューズレターに掲
載）。 
・退会希望者5名について野田事務局長より報告があ
－ 12 － 
り、これを承認した（氏名は別途学会ニューズレ
ターに掲載）。 
・野田事務局長より資料にもとづき提案があり、今
後、入会申込に際しては以下のように改めること
となった。①提出は原則としてハードコピーの郵
送に限る、②申込者の署名は原則として自筆とす
る、③推薦者の所属・署名は自筆とする、④申込
者に推薦者となる学会員がいない場合は、履歴書
および業績一覧を添えて申し込み、常任理事会で
審査を行い、適当と認められる場合は常任理事会
メンバーが推薦者となる、④学生会員として入会
を希望する場合は学生であることの証明（学生証
コピーや在学証明書等）の提出を義務付ける。こ
れがない場合は一般会員として取り扱う、➄これ
らの点を踏まえて入会申込書の様式を変更する。 
6.2009年度の会費請求および会費滞納会員の扱いに
ついて 
・野田事務局長より資料にもとづき提案があり、以
下のとおり承認された。 
①学生会員の会費請求について 
・学生会員を希望するものは、学生であることを証
明する書類（学生証のコピー、在学証明書等）の
提出を義務付ける。次年度からは、期日までに学
協会サポートセンター宛に学生であることを証明
する書類を送付した場合のみ学生会員として会費
請求を行う。なお、期日までに証明書類等の送付
がない場合は正会員として会費を請求する。 
②海外在住の会員の会費請求について 
NY支部の廃止にともない、海外在住の会員には郵
送による請求およびクレジットカードによる支払い
に統一する 
③会費滞納会員について 
・3年間会費を滞納（連続ではなく累積）したものは
退会とする。 
・3年間会費滞納（累積）の会員の扱いについては、
年度末（10月31日）に集約し、次の理事会・常任
理事会で協議する。 
・会費滞納による退会（除籍）に関する規定につい
て、常任理事会の決定事項ではあるものの、定款
上に規定がないので、次回の大会で定款細則に盛
り込むよう提案する。 
7．連絡先等不明会員の扱いについて 
・事務局長より提案があり、連絡先不明の会員（現
在78名）については、会費が3年間滞納（累積）と
なった場合に退会とすることとなった。 
8．学会ニューズレターにおける国際開発・協力分野
の出版動向の紹介 
西川会長の提案により、外部委託による実現の方
向で了承された。 
9．その他、学会運営に関する事項 
・野田事務局長より提案がなされ、以下のとおり承
認された。 
① 「国際開発学会常任理事会内規」の作成：学会
の運営に関し、定款に記載のない重要な事項に
つき、常任理事会の決定・確認事項をまとめ、
これにもとづいて運営を行う。 
② 会員名簿データ：本部事務局長が管理し、個人
情報に注意した上で、必要に応じて会長、副会
長、広報委員長、学会誌編集委員長、選挙管理
委員長にのみ共有する。 
10.特別活動基金の残金について 
先の全国大会で報告された金額だと支出の合計金
額が合わないため、勝俣会計委員長が確認すること
となった。 
11．次回日程 
・次回第88回常任理事会は3月28日（土）17:00-19:00、
法政大学にて開催する。 
＊第88回常任理事会はニューズレター原稿締切り後
の開催となったため、議事録は次号ニューズレター
にて掲載いたします。 
（添付資料） 
① 2009-11年度 国際開発学会委員会一覧 ＊別
途掲載 
② 入会希望者・退会希望者リストおよび入会に関
する協議事項（事務局案）＊「入退会会員のお
知らせ」として掲載。 
＊以下省略 
③ 入会申込書（回覧） 
④ 会費請求および会費滞納会員に関する協議事項
（事務局案） 
⑤ 連絡先等不明会員の扱い（事務局案） 
⑥ 本年度予算 
⑦ 各委員会等の予算の執行 
－ 13 － 
本部事務局長　野田真里(中部大学）
＊第87回常任理事会にて承認。
＊委員会（1）～（8）の設置は定款細則第3条による。
＊（9）20周年事業特別委員会は第86回常任理事会の決議により、企画運営委員会の下に設置。
＊順不同・敬称略
委員会名 (1)企画運営委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(会長） 西川潤 早稲田大学名誉教授
委員(副会長） 下村恭民 法政大学・人間環境学部
委員(副会長） 高橋基樹 神戸大学大学院・国際協力研究科
委員(事務局長・理事） 野田真里 中部大学・国際関係学部
委員会名 （2）国際交流・渉外委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(常任理事） 山形辰史 日本貿易振興機構・アジア経済研究所
委員(理事） 黒田一雄 早稲田大学・大学院アジア太平洋研究科
幹事(会員） 山田肖子 名古屋大学・大学院国際開発研究科
幹事(会員） 小林誉明 国際協力機構
委員会名 （3）会計委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(常任理事） 勝俣　誠 明治学院大学・国際学部
＊その他の委員・幹事は未定
委員会名 （4）大会組織委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(副会長） 高橋基樹 神戸大学大学院・国際協力研究科
委員(会長） 西川潤 早稲田大学名誉教授
委員(副会長） 下村恭民 法政大学人間環境学部
*その他の委員・幹事は、大会ごとに理事および開催校の会員等から委嘱
委員会名 （5）学会誌編集委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(常任理事） 鈴木　紀 国立民族学博物館・先端人類科学研究部
委員(理事） 野上裕生 日本貿易振興機構・アジア経済研究所
委員(理事） 藤倉　良 法政大学・人間環境学部
幹事(会員） 大岩隆明 国際協力機構・JICA研究所
幹事(会員） 金子　彰 東洋大学・国際地域学部
幹事(会員） 澤村信英 広島大学・教育開発国際協力研究センター
幹事(会員） 高根　務  東京農業大学・国際食料情報学部
幹事(会員） 三重野文晴 神戸大学大学院・国際協力研究科
幹事(会員） 安田信之 関西大学・政策創造学部
幹事(会員） 和田義郎 政策研究大学院大学
委員会名 （6）広報委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(常任理事） 勝間　靖 早稲田大学・大学院アジア太平洋研究科
＊その他の委員・幹事は未定
委員会名 （7）選挙管理委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(常任理事） 磯田厚子 女子栄養大学/日本国際ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ
＊その他の委員・幹事は未定
委員会名 （8）賞選考委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(副会長） 下村恭民 法政大学人間環境学部
委員(理事） 佐藤仁 東京大学・大学院新領域創成科学研究科
幹事（会員） 高阪章 大阪大学・大学院・国際公共政策研究科
幹事（会員） 藤掛洋子 東京家政学院大学
幹事（会員） 三重野文晴 神戸大学・大学院・国際協力研究科
委員会名 （9）20周年記念事業特別委員会
役職 氏名 所属(大学・学部等）
委員長(副会長） 下村恭民 法政大学・人間環境学部
委員(会長） 西川潤 早稲田大学名誉教授
委員(副会長） 高橋基樹 神戸大学大学院・国際協力研究科
委員(常任理事） 勝俣　誠 明治学院大学・国際学部
委員(事務局長・理事） 野田真里 中部大学・国際関係学部
委員（理事） 荒木美奈子 お茶の水女子大学・文教育学部
幹事（会員） 平山　恵 明治学院大学・国際学部
幹事（会員） 木全洋一郎 国際協力機構
以上
委員会リスト
 
－ 14 － 
会計委員会からの訂正 
前・会計委員長 藤倉 良 
ニューズレター通巻 71 号 18 ページに掲載して頂いた 2009 年度予算計画の一部に誤りがありました。以下のと
おり訂正いたします。関係者の方々には，ご迷惑をおかけしました。ここに，お詫び致します。 
特別活動基金 翌年度繰越金 
誤） 1,828,965  →  正） 1,738,965 
特  別  活  動  基  金 
収     入 支      出 
 
前年度繰越金                  4,238,965 
 
英文図書刊行                         2,500,000 
 翌年度繰越金                         1,738,965 
***********************************************************
入退会員のお知らせ 
本部事務局長 野田真里（中部大学） 
【新規入会者】順不同・敬称略 
（正会員―17 名） 
大石喜久雄（元世界食糧計画）、山口尚孝（国際協
力機構）、作元理江（フリー）、轟由紀（国連人間居
住計画福岡本部）、里見陽子（アプライドマネージメ
ント）、辻一人（国際協力機構）、菊池香（琉球大学）、
池田吉宏（国際協力機構）、笠井智子（神戸大学）、
永井三岐子（国連大学）、根鎖（内蒙古農業大学）、
双喜（内蒙古財経学院）、加賀爪優（京都大学）、吉
岡真史（長崎大学）、北村恭朗（農林水産消費安全技
術センター）、古澤嘉朗（学振特別研究員）、志賀裕
朗（国際協力機構） 
（学生会員―6 名）  
渡辺憲二（東京農工大・院生）、櫂谷紅美子（仏教
大学・学生）、近藤修一（早稲田大学・大学院生）、
Phonvisay Alay（神戸大学・大学院生）、米満愛（神戸
大学・大学院生）、藤枝絢子（京都大学・大学院生）、 
以上、23 名の方々は第 87 回および第 88 回常任理
事会にて入会審査の結果、適性と認められ、仮承認
となりました。なお、正式には定款第 6 条により理
事会（次回 6 月 6 日、第 10 回春季大会時）での承認
となります。 
【退会者】順不同・敬称略 
（正会員15 名） 
関谷雄一、笠井利之、張 南、川本清美、村山真
弓、関谷雄一、中内恒夫、齋藤君枝、小峯征三郎、
浅沼 信爾、小林純子、白鳥正喜、小野五郎、氏川 
久美子、畠中篤 
（学生会員―1 名）：岩本英和 
以上、16 名の方々より退会の申し出があり、第 87
回および第 88 回常任理事会にてこれを了承しました。 
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